
経営課題等への会員の動向に関する実態調査報告

（公社）広島ビルメンテナンス協会



調査実施要領等

調査の目的等

本調査は、主として、次のことの実態と現況を確認し、今後の動向などを把握することを目的に調
査したもの。また、各社、各県協会の参考情報としても活用されることを期待するもの。

➤ 2000年（平成12年）以降の会員の売上等の動向
➤「人手不足」と「価格転嫁」への対応状況

調査対象

2024年8月時点で中国、四国地区のビルメンテナンス協会に加盟している正会員290社を対象とした。

調査方法
質問紙法による郵送調査

調査期間
2024年8月24日～9月24日

回収状況
54.1％（290社のうち、157社を回収）
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調査実施要領等

その他

■ 本調査では、不動産の証券化と外資系ビルマネジメント企業の参入により、業界構造が大きく
変わったとされる2000年以降について、会員の取扱い品目（職種）や売り上げなどから、どのように
付加価値を高め、業域を拡大したのか（拡大しようとしたのか）、その動向を推察することとしてお
りましたが、多くの会員から「2000年頃の企業情報がない」という問い合わせが寄せられたこともあ
り、感覚的な値の回答を認めています。

■ 調査結果は、中国地区、四国地区の単位で偏りはなく、また各県単位でも偏りはないため、全体の
数値で結果を取りまとめています。

■ この調査結果は、今後のビルメンテナンス企業経営や協会運営に活用していただければ幸いです。
また、10月から最低賃金が改定され、引き上げ額、引上げ率とも、軒並み、現行方式になった

2002年以降で最大となりました。
労働集約型産業のビルメンテナンス産業にとって、人件費の増加は、即、経営に影響を与えるもの

で、労務費の適切な転嫁が図れるよう、この調査結果を交渉にお使いいただければと思っております。

６



質問１ 2000年頃と現在の「取扱業種」と「売上げ占有率」について
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質問２ 2000年頃と現在のビルメン業務の官公庁の売上比率について
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質問３ 2000年頃と比較して現在の民間契約での貴社の「契約位置」について

「元請け」で

の契約増

28%（42社）

「下請け」で

の契約増

15%（23社）

変わらない

57%(87社)

「元請け」での契約増となった理由
・営業力を付けた 34回答
・その他 8回答

組織力を強化した
下請け受注を廃止した
付加価値を提供した など

「下請け」での契約増となった理由
・発注者の関連会社が「元請け」となった 16回答
・発注要求が充たせなくなった 1回答
・発注形態が変わり参入できなくなった 5回答
・その他 4回答

自社施工が困難になった
大手企業の参入 など



質問４ 2000年頃と比較して現在の「官公庁入札への参加状況」について

「増えている」理由
・受注しやすく、売り上げ確保のため 20回答
・その他 14回答

業務の一括発注の受注をしたため
取扱い業種が増えたため
実績が増えたため など

「減っている」理由
・安値競争で受注見込みがないため 39回答
・見積額が予定価格を超過するため 17回答
・人員調達の見込みが立たないため 18回答
・総合評価案件等に対応できないため 4回答
・その他 10回答

契約条件の見直しがされたため
分社化が進んだため
県外業者の参加が認められなくなったため など

増えている

20%（30社）

減っている

40%（59社）

変わらない

40%（58社）



質問５ 2000年頃と比較した現在の売上と収益状況について

増収している

48%（73社）

ほぼ変わらない

20%（31社）

減収している

32%（48社）

売上

10～20％ 21～40％ 41～60％ 61％以上

20社 4社 8社 41社

増収の内訳

減収の内訳

10～20％ 21～40％ 41～60％ 61％以上

20社 9社 5社 3社

増益している

34%（52社）

ほぼ変わらない

25%（37社）

減益している

41%（62社）

収益



質問６ 2000年頃と比較した売上の増収・減収、収益の増益・減益の理由について

取扱業種を増やしたため

31%

営業地域を拡大したため

19%

価格競争力を付けたため 6%

品質競争力を付けたため

13%

値上げ交渉の成果のため

23%

その他 8%

増収の理由

取引先増加、会社合併 等

価格競争による失注の

ため 32%

ビルオーナーの変更等による

失注のため 27%

値下げ契約のため

17%

その他 24%

減収の理由

入札参加減 等

不採算案件を整理し

たため 24%

直接施工を進めたため

20%

外注化を進めたため

12%

機械化を進めたため

9%

補助金等を活用した

ため 5%

収益性の高い業種を

開拓したため 20%

その他 10%

増益の理由

業務の効率化

当時と経営手法が変え

ていないため 29%

元請けから下請けに変

わったため 10%

その他 61%

減益の理由

労務費の高騰、
原材料費高騰、
契約額のマイナス見直し、
入札案件失注、
不採算案件増加 等



質問７ 社会的・行政施策等への参画状況について

雇用していない

31%

２．５％未満

34%

２．５％以上

35%

障害者の雇用状況

認証(取得)し

ている

36%

認証(取得)し

ていない

64%

ISO等の認証（取得）状況

24

22

13

0

0

11

13

ISO 9001（品質）

ISO 14001（環境）

ISO 27001（情報セキュリティ）

ISO 45001（労働安全）

ISO 50001（エネルギー）

エコアクション２１

Pマーク（プライバシーマーク）

認証（取得）している内容（会社数）

認定を受けている

11%

認定を受けていない

89%

次世代育成支援「くるみん」等の

認定状況

認定を受けている

13%

認定を受けていない

87%

女性の活躍推進「えるぼし」等の

認定状況



質問８ 現場職の人手不足・定着への対応について

47
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6

19

13

48

21

40

35

32

23

16

31

23

求人方法の見直し（自社サイト）

求人方法の見直し（ＳＮＳ採用）

求人方法の見直し（社員からの紹介）

求人方法の見直し（求人広告）

求人方法の見直し（求人検索エンジン）

賃金の見直し（５％程度アップ）

賃金の見直し（１０％程度アップ）

賃金の見直し（２０％程度アップ）

福利厚生の拡大（各種手当の支給）

福利厚生の拡大（保険、優待適用）

資格取得の支援

副業・兼業の許可

職場環境の見直し（人間関係の改善）

作業量の見直し（作業量の平準化へ）

多様な人材の採用（外国人、障害者等）

外国人技能実習制度の活用

ロボットの活用

外注化の推進

人材派遣・人材紹介の活用

人手確保・定着に向けた取組状況（会社数 複数回答）

効果あり

38%

限定的

46%

効果なし

16%

効果の状況（全体）

効果があった取組み上位
・賃金の見直し（10％以上UP）
・外国人技能実習制度の活用



質問９ 労務費及び原材料費の上昇への価格転嫁の状況について

各社の価格転嫁の割合
価格転嫁の具合

10％
未満

10～
39％

40～
59％

60～
89％

90％
以上

価格転嫁が100％できた契約 １１ ３３ ８ １０ ６

価格転嫁が75％できた契約 １３ ３１ ６ ７ ０

価格転嫁が50％できた契約 ７ ４５ ８ ７ ０

価格転嫁が25％できた契約 １４ ６２ ５ ２ １

価格転嫁がほぼできなかった契約 ９ ３５ １８ ３４ １９

52

37

66

27

22

27

2

28

34

51

11

オフィスビル

ホテル・旅館

病院

福祉施設

大学・学校

百貨店・量販店

劇場、映画館等

マンション管理組合

取引相手の同業者

官公庁

その他

価格転嫁が進みにくいと感じる契約用途（相手）

12

82

60

1

口頭で行っている。（見積書なし）

見積書を提出し、口添えしている。

面談し、見積のほか独自資料等を提示している。

定期会合を設け、記録を残し計画的に交渉している。

価格交渉の仕方

・価格転嫁が１００％できた契約が９割以上
と回答した会社は６社

・反対に、価格転嫁がほぼできなかった契約
が９割以上と回答した会社は１９社

・もっとも回答が集中しているのは、価格転
嫁が２５％程度しか達成できていない契約
が３割前後ある



質問１０ 契約の相手から価格転嫁が認められない場合の対応の基本方針について

1

69

9

82

25

その他

個々の事情に応じて、判断する。

現状の契約・仕様で、価格転嫁が認められなければ

契約しない。

まずは、仕様の変更や作業方法の変更を提案する。

現状の契約・仕様で、赤字でなければ契約する。



質問１１ 現状、望ましいと考えるビルメンテナンス業務の契約期間について

単年（１年間）17％

２年間 19%

３年間 42%

５年以上 18%

その他 4%



質問１２ 国土交通省が進める建築BIMの社会実装の理解、関心について

理解し、関心がある 6%

理解は浅いが、

関心はある

53%

理解しているが、

関心はない 10%

関心はない 31%



質問１３ その他（ご意見、ご要望、ご提案）

・官公庁の最低価格制度の導入を。
また低入札価格制度の基準額を予定価格の85％に。

・マンション管理会社の価格改定の実現へ。
・全国業種番号や労災種類のビルメン業単独への変更へ。
・ビル管理法の厳格化へ。
・ビルメンテナンス業の特性（高齢者・低賃金労働者）に対する補
助金の拡充を。

・社会保険対象の拡大から高齢者の除外へ。



この調査結果を、今後のビルメンテナンス企業経営や協会運営に活
用していただければ幸いです。

ご清聴、ありがとうございました。

。
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